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■掲載誌 2020/09/16 毎日新聞 西部朝刊 22 ページ 1006 文字
■新聞記事見出し 山口県警：山口県警 捜査報告書虚偽、送検せず 専門家「身内に甘

い」

■コメント内容 「従来と違う形で冤罪（えんざい）を防ぐ仕組みが必要」。渡辺修・甲南大法科大学

院教授（刑事訴訟法）はいう。司法取引は「証言に頼らない冷静な捜査が求められる」とし、ＤＦは復

元過程などの透明化を図る必要性などを指摘。「元データを裁判所が管理するなど、被告側もデータ検

証できる証拠開示制度の改善が不可欠だ」と話す。

■参考～記事一部引用～

○山口県警：山口県警 捜査報告書虚偽、送検せず 専門家「身内に甘い」

○ 2020/09/16 毎日新聞 西部朝刊 22 ページ 1006 文字

山口県警が、覚醒剤事件の捜査報告書に虚偽記載したとして虚偽有印公文書作成などの

疑いで捜査した男性巡査部長について、書類送検しないと決定していたことが、関係者へ

の取材で判明した。刑事訴訟法では、警察が捜査した事件の書類や証拠は例外を除いて検

察庁に送付することを義務づけており、専門家は県警の対応を「権力犯罪の隠蔽（いんぺ

い）につながる違法な刑事手続きだ」と指摘している。

（・・・省略・・・）

刑事訴訟法では、被害額が少ない万引きなどの微罪事件や罰金刑以下の少年犯罪といっ

た例外を除き、警察が捜査した全ての事件の書類や証拠を検察庁に送る「全件送致主義」

を定めている。書類が送付されれば警察の判断を検察がチェックでき、検察が不起訴とし

た場合も市民による検察審査会が検察の判断を審査する機会があるからだ。

県警の対応について、・・・甲南大法科大学院の渡辺修教授（刑事訴訟法）は「事件を

送致しないこと自体が権力犯罪の隠蔽につながる。警察が内輪の事件を隠蔽することを許

さない趣旨も含む全件送致主義に対し、警察の甘い姿勢は許しがたい」と批判している。


